
北海道国立大学機構 産学官金連携統合情報センター（IIC）のニュースレターです。定期的に3大学の
教育研究活動や行政・サービス機関、産業界からの最新情報を分析・整理して皆様にお届けします。

第13号 2025年10月配信

特集：歴史的建造物がよみがえる－企業がつなぐ文化資産と地域の未来－

歴史的建造物は、地域の文化やイメージ
を後世に残すための貴重な資産ですが、
少子高齢化や自治体の財政難により、保
全の担い手が不足しているのが現状で
す。

そんな中、企業が歴史的建造物の保全と
活用に取り組む活動が注目されています。
小樽商科大学の木田世界准教授は、企
業によるこうした活動を「CSR（企業の社
会的責任）」や「CSV（共有価値の創
造）」の観点から研究しています。

CSRとしては、文化支援（メセナ）や街づ
くりへの貢献、CSVとしては経済的価値と
社会的価値の両立を目指す戦略的な取
り組みと位置づけられます。

企業が歴史的建造物の保全と活用に取
り組む際の課題としては、地域住民との
連携や、建物の価値評価の難しさが挙げ
られます。歴史的建造物は景観を構成す
る地域の公共財的な存在であり、企業が
保全に取り組むには地域との対話や理
解が欠かせません。また、文化的な価値
評価は主観的な判断に依存する部分が
多いため、企業が費用を投じる正当性を
どう示すかも重要なポイントです。

北海道小樽市には、石造りの倉庫や洋風
の銀行建築など、明治・大正期の面影を
残す歴史的建造物が数多く残っており、
実際に企業による活用事例が誕生して
います。

家具・インテリアの（株）ニトリは、旧三井
銀行小樽支店や旧高橋倉庫などを改修
し、「小樽芸術村」として美術館を開設し
ました。これにより、歴史的建造物が観光
資源として再生され、地域文化の継承に
貢献しています。

また、（株）星野リゾートは、旧小樽商工
会議所をリノベーションし、「OMO5小
樽」という宿泊施設を開業しました。地元
の三角市場と連携した「朝市で勝手にお
節介丼ツアー」など、地域ならではの体
験を提供し、観光消費を促進しています。
これにより、地域経済への波及効果も生
まれています。

木田准教授は、企業による歴史的建造
物の保全と活用が、地域の文化資産を
守りながら地域活性化につながる可能
性を示しています。企業と地域が協力し、
歴史的な文化遺産を未来へとつなぐ取り
組みは、今後もさらに広がっていくと考え
られます。

地域に根差した大学を構成する北海道
国立大学機構もまた、地域との連携を通
じ、知の拠点として地域文化の継承と社
会的価値の創出に貢献できるよう、取り
組みをすすめてまいります。
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CSRには街づくりへの貢献として、
地域の景観や住環境を守ることも

含まれる

気候変動の影響が広がる中、農業の現
場では「環境負荷を減らしながら安定し
た収益を得る」ことが求められています。
注目されているのが、カーボンゼロ農業
とイチゴの周年栽培の組合せです。カー
ボンゼロ農業とは、太陽光や風力などの
自然エネルギーを使って農園の電力をま
かない、環境負荷を減らしながら収益性
のある農業モデルを構築しようというもの。

イチゴは本来、気温が17〜20℃前後の
涼しい季節に適した作物であり、日本で
は冬から春にかけての栽培が一般的で
す。しかし、夏季は高温のため品質が安
定せず、流通量が減少するため、夏のイ
チゴは価格が高くなってしまい、尚且つ安
定的な調達に課題があります。

そこで、北海道内の研究機関と民間企業
が協力しながら、カーボンゼロ農業を取
り入れたイチゴの周年栽培に関する実証
実験がすすめられています※１。

この技術は、太陽光発電やヒートポンプ、
蓄電池などの再生可能エネルギーを活
用し、ハウス内の温度や湿度を自動制御
することで、猛暑下でも甘くて大きなイチ
ゴを安定して収穫できるようにするもの
です。また、従来の化石燃料を用いる場
合と異なり、再生可能エネルギーの使用
によりCO₂排出を大幅に削減できます。
このように、環境と経済の両立が可能に
なるものです。

背景には、教育・研究機関が持つ知見と、
企業の実践力を組み合わせて、地域課
題の解決につなげようという共通の思い
があります。北海道の豊かな自然と食文
化を未来につなげるために、地域社会と
研究機関が協力する取組みがすすんで
います。

帯広畜産大学と企業が連携して取り組
んでいる、垂直型ソーラーパネルを活用
した営農型太陽光発電の実証実験※２も

地域課題の解決に向けた教育・研究機関と企業の連携－カーボンゼロ農業

その１つと言えます。この他にも、帯広畜
産大学、北見工業大学、小樽商科大学
が経営統合して誕生した北海道国立大
学機構にはさまざまな研究シーズがあり
ます。ぜひお気軽にワンストップ窓口まで
お問い合わせください。

※１ 企業と大学が連携したカーボンゼロ農業
への取組み例
https://press.jal.co.jp/ja/release/202
510/009059.html

※２ 帯広畜産大学畜産フィールド科学セン
ター圃場における営農型太陽光発電の実証
研究
https://www.obihiro.ac.jp/news/6902
0

https://www.nuc-hokkaido.ac.jp/iic/iic-contact/
https://press.jal.co.jp/ja/release/202510/009059.html
https://press.jal.co.jp/ja/release/202510/009059.html
https://www.obihiro.ac.jp/news/69020
https://www.obihiro.ac.jp/news/69020


２０４０年、日本では人材需給のミスマッ
チが生じるという予測が出ています。「人
気学部」と「将来求められる職」から見て
みます。

文部科学省が令和7年10月に発表した
「大学教育の現状について」では、全国
の大学がどんな分野に力を入れている
か、そして学生たちがどんな進路を選ん
でいるかが詳しく紹介されています※３。

2000年以降は、全体の入学者数が微
増で推移しています。専攻分野別に入学
者数をみると、「保健」、「その他（文理融
合型の複合的新領域を含む）」が増加す
る一方で、「工学」、「理学」などの入学
者数は減少傾向にあります。「人文科学」、
「社会科学」も減少傾向にあるものの、依
然として高い人気があります。

卒業後の進路にも違いが見られます。理
学・工学・農学系では大学院に進む人が
多く、専門性を深める傾向がある一方で、
人文・社会科学系では大学院進学や専
門職への就職が少なく、一般企業などへ
の就職が中心になっています。保健系で
は、専門職への就職率が高く、進路が比
較的はっきりしているようです。
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北海道広域連携プラットフォームは、北海道における様々な課題を共有し、
産学官金連携によって解決に導く場です。皆様からのご意見、ご要望をお待ちしています。

人気学部と職のミスマッチ？ 理系・文系の進路

専攻分野別入学者数の推移
（文科省資料「大学教育の現状について」

より掲載）

構成比率（上：国立大学（86大学）、
下：私立大学（６２４大学））

（文科省資料「大学教育の現状について」
より掲載）

一方、経済産業省が令和7年６月に発表
した「「2040年に向けたシナリオ」の定
量化と2040年の就業構造推計につい
て」を見ると、2040年にはどんな人材が
求められるかの予測が示されています※４。
経済産業省の試算によると、2040年に
は大学・院卒の理系人材が100万人以
上不足し、大卒・院卒の文系人材は約35
万人の余剰が生じる見込みです。背景に
は、少子化による進学者数の減少と、産
業界における理系人材の需要増加があ
ります。

学生の構成比率をみると、国立大学では、
自然科学系（理学・工学・農学など）、保
健系（医学・歯学など）の理系分野が多
くの割合を占めている一方、私立大学で
は人文科学・社会科学系などの文系分
野が半数近くを占めており、文系に偏っ
ている傾向があります。

学生の構成比率をみると、国立大学では、
自然科学系（理学・工学・農学など）、保
健系（医学・歯学など）の理系分野が多
くの割合を占めている一方、私立大学で
は人文科学・社会科学系などの文系分
野が半数近くを占めており、文系に偏っ
ている傾向があります。
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学士課程修了後の分野別進路
（文科省資料「大学教育の現状について」

に基いて作成）
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－１０７万人 ＋３５万人

労働需要と供給のミスマッチ
（経産省資料「「2040年に向けたシナリ
オ」の定量化と2040年の就業構造推計

について」に基づいて作成）

このような大学全体の状況を踏まえて、
道内の国立３大学が統合した北海道国
立大学機構は、地域のニーズに応じた教
育と研究がますます重要になってくると考
えています。

理系分野では、農業や環境、医療など北
海道ならではのテーマに取り組みながら、
大学院進学や専門職への道を見据えた
学びを充実させること、文系分野では、地
域社会とつながる学びを広げて、学生が
地域で活躍できる力を育てることが重要
と考えます。

また、大学がどんな教育をしているのか、
卒業後にどんな進路があるのかを、もっ
とわかりやすく発信していくことも重要と
考え、高校生や保護者が安心して進学先
を選べるよう、情報の見える化を進めてい
ます。北海道の未来を担う若者たちが自
分の可能性を広げられるよう、北海道国
立大学機構は、地域と協力しながら未来
を支える人材を育てていきます。

※３ 文部科学省 大学教育の現状について
（令和7年10月）
https://www.mext.go.jp/content/2025
1008-mxt_koutou01-
000045195_6.pdf

※４ 経済産業省 「2040年に向けたシナリ
オ」の定量化と2040年の就業構造推計につ
いて（令和７年6月）
https://www.mext.go.jp/content/2025
0618-mxt-sigakugy-
000042937_08.pdf
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